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【注意事項】
· 上記の順番のとおりに記載してください。
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· この注意事項及び下表の「評価の視点」は、提出時には削除してください。
【表・評価の視点】

	評価指標
	評価の視点

	１
	特定保健指導業務に係る基本方針
	⑴　業務の目的・理念が明確かつ適切である。
⑵　業務で重視するポイントが明確かつ適切である。

⑶　保健指導の評価指標のうち、特に重視する指標が明確かつ適切である

	２
	特定保健指導プログラム
	⑴　階層別の支援方法（動機付け支援・積極的支援）に関する初回面接の内容、方法、継続支援の手段（電話、郵便等）、積極的支援のポイント取得方法、時期、所要時間、評価時期とその方法などが明確かつ適切である。
⑵　禁煙・減酒支援が明確かつ適切である。

⑶　使用する教材、利用者が使用する記録用紙などの帳票類、器具、ソフトなどが明確かつ適切である。

（募集チラシ、パンフレット、記録用紙などの帳票類を添付すること。）

⑷　特定保健指導による改善効果の実績が優良である。

⑸　経年利用者への対応が明確かつ適切である。
⑹　利用率、継続率（途中脱落防止策を含む）の向上のための方策が明確かつ適切である。

⑺　受診勧奨値を超えている者への対応が明確かつ適切である。
⑻　運動教室の内容（初回面接時において、健康運動指導士・健康運動実践指導者が運動の実践的な指導を行うため、運動教室を行わない場合は、その内容。）が明確かつ適切である。
⑼　ＩＣＴ技術を活用した保健指導方法が明確かつ適切である。

	３
	対象者及び申込者に対する接遇
	⑴　対象者及び申込者に対する接遇において留意している事項又は考え方などが明確かつ適切である。
⑵　対象者及び申込者に対する接遇の向上に資する研修などを実施し、質・量ともに充実している。

⑶　対象者及び申込者に対する相談及び苦情対応などの体制などが明確かつ適切である。

	４
	保健指導のサポート体制

	（協力する事業者がある場合は、各項目に含めて記載する）
⑴　保健指導従事者に対する資質向上のための研修などを実施し、質・量ともに充実している。（社内での研修のみではなく外部機関が主催する研修を受講しているなど）

⑵　保健指導従事者と本社などの管理部門担当者又は営業担当者などとの情報共有や意思統一を図る方策などが明確かつ適切である。

	５
	運営体制
	⑴　区から対象者のデータを受領してから予約受付までの期間や体制が明確かつ適切である。
⑵　区との連絡体制、社内における連絡体制及び責任所在が明確かつ適切である。

⑶　業務の進行管理に係る体制などが明確かつ適切である。

	６
	安全管理体制
	⑴　次のア～ウに対する安全管理に係る規程又はマニュアル書等を整備するほか、対応が明確かつ適切である。
　ア　災害時の対応

　イ　利用者の体調不良者への対応

　ウ　保健指導従事者の体調不良又は電車遅延時などの際の対応

⑵　利用者のけがなどに対して適切な補償を行うため、適当な保険に加入するなど適当な方策が講じられ、補償の範囲が明確かつ適切である。

	７
	個人情報保護体制
	⑴　個人情報保護に関する研修などを実施し、質・量ともに充実している。
⑵　社員等から個人情報保護に関する誓約書などを適切な時期及び内容で受領している。

⑶　個人情報を取扱う執務室などの入退室管理（部外者などの立入り制限）などを適切に行っている。

⑷　業務システムサーバルームなどの入退室管理（部外者などの立入り制限）などを適切に行っている。

⑸　個人情報の保管場所などの施錠管理などを適切に行っている。

⑹　業務システムへのアクセス制御やコンピュータウィルス対策などを適切に行っている。

⑺　継続支援（電話・電子メール・手紙）の実施又は作業の場所などが適切である。保健指導従事者の自宅で支援を行う場合、個人情報保護の担保が充分かつ適切に行っている。
⑻　業務システムは他の業務及び外部と遮断されている。

⑼　万が一の個人情報の漏えいなど個人情報保護に係る事故に対する補償などの方策が講じられ、明確かつ適切である。

⑽　プライバシーマーク又はISMSを取得している。


様式４　（特定保健指導）








